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１．研究計画の概要 
 持続可能な都市・地域のあり方を考える際
には、居住者による組織・活動を主体とした
上で、行政、専門家との適切な連携による、
居住環境のマネジメントが重要となる。居住
環境のマネジメントとは、地域資源を発見し、
その空間・生活構造を、再生・継承・発展さ
せる行為である。言い換えれば、居住文化の
育成であり、持続可能な都市・地域には、居
住文化育成の継続的なサイクルがみられる
と考えられる。 
 本研究課題は、フィールドでのアクション
リサーチを通じて実際の事例を記述・分析す
ることによって、居住文化育成の視点からみ
た持続可能な都市・地域デザインのあり方を
明らかにすることを目的としている。 
 そのため、本研究課題では、「居住者参加に
よる居住環境の合意形成支援」と「居住文化
育成」が連携したプログラムを構築し、各フ
ィールドでの調査内容をフィードバックさ
せることで、持続可能な都市・地域デザイン
のあり方を検討する。 
 本研究課題は、都市計画・農村計画・建築
計画・交通計画の研究者が、関西圏のそれぞ
れのフィールドを通じて居住文化育成の視
点からみた持続可能な都市・地域デザインの
あり方を検討するものであるが、領域課題
「持続可能な発展の重層的環境ガバナンス」
における各研究課題と連携することにより、
持続可能な都市・地域デザインを実現しうる
行政や法律、計画といった社会システムの構
築を期待することができる。 
２．研究の進捗状況 
 平成 20 年度までに行った研究の主要な成
果は下記である。 

(1)都市・地域デザインにおける持続可能性
概念の検討 
 都市・地域デザインにおける持続可能性に
関する理論的枠組みについて検討を行った。
持続可能性の３つの側面、環境、経済、社会
のうち、環境的側面に人工環境も含めて考え
ることで、都市・地域の持続可能性を総合的
に捉えることができると考えられる。また、
持続可能性概念について扱った既往の論文
を分析し、都市・建築分野における持続可能
性概念の整理を行った上で、本研究の位置づ
けを行った。それにより、持続可能な都市・
地域デザインのあり方を明らかにするため
には、工学と社会科学の連携が不可欠であり、
本研究はその方向性を既往の研究からさら
に進めるものであることを確認できた。 
(2)フィールドでのアクションリサーチと理
論へのフィードバックの検討 
 持続可能な都市・地域デザインの理論構築
に向けて事例からの示唆を得るため、フィー
ルドでのアクションリサーチを進めた。具体
的な調査対象は、大阪市都心部におけるネッ
トワーク型まちづくり、京都市都心部におけ
る景観まちづくり、枚方・八幡地区における
交通まちづくり、京都・洛西ニュータウンに
おける居住者参加型まちづくり、イギリス・
セントヘレンズにおける低・未利用地の環境
再生活動、インドネシア・ボロブドゥール寺
院周辺のむらづくりなどである。これらの調
査によって、「居住者参加による居住環境の
合意形成支援」と「居住文化育成」の連携を
実証的に記述、分析することができた。 
(3)シンポジウム開催による研究成果の公表
と他班との統合に向けた議論 
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    平成 21年 1月 26 日にシンポジウムを開催
し、上記の研究成果を取りまとめて報告を行
った。また、シンポジウムには法学、行政学、
政治学といった他分野の研究者も参加して
話題提供、及び研究成果の統合に向けた議論
を行った。それにより、ガバメントの役割の
検討、ストックの経済的価値の検討、パート
ナーシップ実現のための実践的方法論の提
案といった共通の課題を抽出することがで
きた。 
(4)中間成果報告としての出版企画原稿執筆 
 平成 21 年に上記の研究成果を出版する予
定であり、そのための原稿執筆を進めている。 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
各フィールドにおける調査が順調に進展し
ており、研究代表者および研究分担者の間で、
本研究課題の目的である持続可能な都市・地
域デザインのあり方を明らかにするための、
情報共有が進んでいる。また、領域課題に対
する成果の統合に向けて、他分野との連携が
進んでいる。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 今後は、既に実施している各フィールドで
の調査内容を踏まえて、各調査フィールドに
おける重層的ガバナンスのあり方を検討す
る。本研究の研究課題における研究代表者・
研究分担者の役割分担について、研究代表者
である高田は、研究全体の総括、「居住文化
育成」と「居住者参加型の合意形成支援」の
連携プログラムに関する理論的検討、および、
歴史的市街地における木造住宅ストックを
対象としたフィールド調査を行う。また、研
究分担者については、小浦が、地球環境の持
続可能性と条例における協議調整機能につ
いて検討を行い、神吉が、大阪・西淀川を対
象として公害被害地域の自然環境再生の計
画手法の検討、松村が、持続可能な都市・地
域デザインを実現しうる交通システムの検
討、宮川が、イギリスおよび関西圏の低・未
利用地再生および地域再生に関する検討、山
口が、ガバナンスの構造化の枠組みについて、
都心居住支援の地域資源データベースの運
用から例証、安枝が、「居住文化育成」と「居
住者参加型の合意形成支援」の連携プログラ
ムに関する理論的検討、京都洛西ニュータウ
ンにおける居住者参加型まちづくりのプロ
セスの分析を実施する。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
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